
 
 

 

 「2009 年シティネット横浜大会」の開催について 

 

 

１ シティネット大会について 

 

（１）シティネット（アジア太平洋都市間協力ネットワーク）の概要 

シティネットは、アジア太平洋地域の都市問題の改善・解決を目指し、会員（都

市・団体）の相互協力を促進する非営利の国際組織として、1987 年に設立されま

した。現在の会員数は、正会員 70 都市、準会員 46 都市・団体となっています。 
本市は、設立当初から会長及び事務局設置都市として組織運営を主導するととも

に、会員都市に対しては、技術協力（上下水道技術、固形廃棄物処理等）、災害発生

時の支援、研修生の受け入れなど様々な支援活動を行っています。 
 
（２）大会の概要 

シティネット大会は４年に一度開催され、総会、実行委員会において、今後４年

間の中期活動計画の審議等が行われます。 
横浜での開催は、第 3 回大会（平成 9（1997）年）以来 2 回目で、「未来のため

に都市が奏でるハーモニー」をテーマに話合いが行われますが、期間中のプログラ

ムには一般に公開される講演やセミナーも予定されています。 
 

大会開催経緯 

第 1 回 上海（中国）    平成元（1989）年 11 月 
第 2 回 ムンバイ（インド） 平成 5（1993）年 11 月 
第 3 回 横浜（日本）    平成 9（1997）年 11 月 
第 4 回 バンコク（タイ）  平成 13（2001）年 11 月 
第５回 ハノイ（ベトナム） 平成 17（2005）年 10 月 
第 6 回 横浜（日本）    平成 21（2009）年 9 月 

都市経営・行政運営調整委員会資料

平成 21 年 6 月 15 日 

都市経営局 

裏面あり 



 

２ 「2009 年シティネット横浜大会」の内容 

（１）概要 

ア 大会名称 

2009 年シティネット横浜大会 （英文： CITYNET Yokohama Congress 2009） 

イ 会期及び会場 

会期：平成 21 年９月７日(月)～９月 11 日(金) 
会場：パシフィコ横浜 会議センター及び神奈川県民ホール 

ウ 会議参加者数(見込み) 

延べ約 2,600 人（内、海外参加者 260 人）           
 

（２）主なプログラム内容 （★： 一般公開プログラム） 

 
 
 
 
 
 
 
 
＊一般公開プログラムについては、広報よこはま７月号等を通じて市民への周知を図りま

す。 

月日 プログラム内容 

9 月 7 日 

(月) 

－ 第 25 回実行委員会 

 

9 月 8 日 

(火) 

★ 開会式 

★ 記念講演（講師：作家 C.W.ニコル氏） 

★ アジア太平洋都市フォーラム「アジアの現在そして未来」 

（ﾓﾃﾞﾚｰﾀｰ：末吉竹二郎氏） 

★ 国際機関との共催による分科会（世界銀行、アジア開発銀行ほか） 

9 月 9 日 

(水) 

－ 第 6 回総会 

★ 国際機関・大学との共催による分科会（横浜市立大学、国連大学高等研究

所ほか） 

9 月 10 日 

（木） 

－ 視察プログラム 

9 月 11 日 

(金) 

－ 第 26 回実行委員会 

★ 公開セミナー（講師：ｱﾙﾋﾟﾆｽﾄ 野口健氏） 

9 月 8 日 

～11 日 

★ パネル展（シティネット会員、協賛企業等の出展） 

 

Ｃ・Ｗ・ニコル氏 末吉竹二郎氏 野口健氏 
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CITYNET会員一覧 
2008年 10月 29日現在 

1. 正会員 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国／地域名 都市名 国／地域名 都市名 

イラン エスファハン カトマンズ 

インドール シッダルタナガル 

グントゥール タンセン 

ビシャカパトナム パラトプール 
インド 

ムンバイ ビラトナガル 

ゴロンタロ ビルガンジ 

ジャカルタ ブトワル 

スカブミ ポカラ 

スラバヤ 

ネパール 

ラリトプール 
トモホン イスラマバード 
バリクパパン 

パキスタン 
ランディ 

パレンバン クルナ 
バンダ・アチェ シレット 

インドネシア 

バンドン ダッカ 
インチョン（仁川） 

バングラデシュ 

ラジシャヒ 
スウォン（水原） フィジー スバ 

ソウル イロイロ 

チャンウォン（昌原） カルバヨグ 

プサン（釜山） サンフェルナンド 

韓国 

ヨンジン（龍仁） サンホゼ 

カンボジア プノンペン ナガ 

キャンディ バギオ 

コロンボ マカティ 

スリジャヤワルダナプラ・コッテ マリキナ 

デヒワラ・マウント・ラビニア 

フィリピン 

ムンティンルパ 

ネゴンボ ダナン 

スリランカ 

モラトゥア ハイフォン 

タイ バンコク ハノイ 

カオシュン（高雄） フエ 

タイツォン（台中） 

ベトナム 

ホーチミン 台湾 

タイペイ（台北） クアラルンプール 

ウーハン（武漢） 
マレーシア 

ペナン 

シャンハイ（上海） ミャンマー ヤンゴン 

ナンキン（南京） 
中国 

ナンチャン（南昌） 
杉並 

日本 
横浜 



CI
TY

N
ET

 M
EM

BE
RS

 
2. 準会員 

合計 116都市/団体（24カ国/地域） 

正会員 70都市（アジア太平洋地域内） 

準会員 46 
団体及びアジア太平洋地域外の都市 
（アジア太平洋地域外 2 都市及び 44 団体（国家組織：11、開発庁：4、NGO：
27、企業：2）） 

カテゴリー 国／地域名 都市名 団体／企業名 

City イタリア アンコナ アンコナ市 

NGO アーメダバード アーメダバード研究行動グループ(ASAG) 

NGO カルカッタ 地域・社会研究のためのキリスト教研究所 (CISRS) 

NGO ニュー・デリー 開発研究協会 (SDS) 

NLO ニュー・デリー 住宅・都市整備協会(HUDCO/HSMI) 

NLO ニュー・デリー 都市開発庁協会(AMDA) 

NGO バンガロール 路上生活児の状況改善奉仕団 (MSSS) 

NGO ムンバイ 青少年育成グループ (YUVA) 

NLO ムンバイ 全インド地方政府協会（AIILSG） 

NGO ムンバイ 地域活性化センター設置促進協会 (SPARC) 

NGO 

インド 

ムンバイ ボンベイファースト 

NLO ジャカルタ インドネシア自治体協議会 (AIM) 

NGO ジャカルタ 都市・地域開発協会 (URDI) 

NLO 

インドネシア 

メダン ティルタナディ水道公社 

NGO オーストラリア メルボルン パスカル研究所 

NGO シンガポール シンガポール 世界トイレ機関(WTO) 

NGO ゴール 都市資源センター (HELP-O) 

NLO コロンボ コミュニティ開発のための技術指導機関 (SEVANATHA) 

NGO コロンボ スリランカ地方行政研究所 (SLILG) 

DA コロンボ 都市開発庁 (UDA) 

NGO モラトア よりよい統治への管理資源センター (MaRGG) 

NLO 

スリランカ 

マウント・ラビニア スリランカ上下水道委員会(NWSDB) 

NGO バンコク 居住権のためのアジア連合 (ACHR) 

NLO バンコク タイ自治体連盟 

NGO 

タイ 

ノンタブリ タイ環境研究所 

NGO 東京 ハビタット・フォー・ヒューマニティ・ジャパン(HFHJ) 

NGO 
日本 

横浜 （財）横浜市国際交流協会 (YOKE) 

NLO ネパール カトマンズ ネパール地方自治体協議会 (MuAN) 

NGO イスラマバード パキスタン環境開発行動研究所 (PIEDAR) 

NGO 
パキスタン 

カラチ オランギパイロットプロジェクト (OPP) 

DA クルナ クルナ開発庁 (KDA) 

DA ダッカ ダッカ首都圏開発庁 (RAJUK) 

NGO ダッカ 都市研究センター (CUS) 

NGO ダッカ 都市貧困者融資団体 (DSK) 

NGO ダッカ バングラデシュ高等学術研究センター (BCAS) 

DA 

バングラデシュ 

チッタゴン チッタゴン開発庁 (CDA) 

NGO ケソン イグナチオ開発財団 (MIDFI) 

NGO ケソン 応用フィリピン研究所 (CAPS) 

NLO ケソン フィリピン市議会連盟 (PCL) 

NGO メトロマニラ 住宅建設の自由協会 (F to B) 

NGO 

フィリピン 

メトロマニラ メトロマニラ・リニスガンダ (MMLG) 

Corp パリ ヴェオリア (VE) 

City 
フランス 

リヨン リヨン大都市圏 

NLO ベトナム ハノイ ベトナム都市連盟 

Corp ベルギー ブリュッセル デクシア(Dexia) 

NLO モンゴル ウランバートル モンゴル都市センター連合 (MAUC) 




